
 

 



はじめに

2022 年にはロシア・ウクライナ戦争，2023

年にはパレスチナ・イスラエル戦争と，甚大な

被害をもたらす大規模戦争が相次いで始まり，

2024 年 2 月現在でも続いている。南アジアで

は，近年は大規模な戦争こそ起きてはいないも

のの，国家間の紛争のようないわゆる伝統的安

全保障の問題だけでなく，経済や環境などの非

伝統的安全保障の観点も含めて多種多様な問題

が存在する。南アジアでは，水をめぐる問題が

重大な安全保障上の脅威となっている。

本稿では，南アジア地域における広義の安全

保障問題について，（Ⅰ）地域全体あるいは地

域内の 3ヶ国以上に関わるリージョナル・リス

ク，（Ⅱ）二国間のインターナショナル・リス

ク，（Ⅲ）一国全体に関わるナショナル・リス

ク，（Ⅳ）一国内の一部地域におけるローカ

ル・リスクの 4つに分けて，人口ではこの地域

の約 4 分の 3 を占めるインドを中心に，イ

シューの整理を行う。

Ⅰ リージョナル・リスク

地域全体に関わる最大の安全保障リスクとし

て環境問題があり，とくに水をめぐる問題が深

刻である。世界銀行のレポートでも，南アジア
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南アジアの安全保障

安全保障には，国家間の軍事紛争のような伝統的な問題だけでなく，経済や環境などの非伝統的な問題も存

在する。本稿では，南アジアの広義の安全保障上の諸問題を，リージョナル，インターナショナル，ナショナ

ル，ローカルの 4つのレベルに分けて整理した。インドと中国，インドとパキスタンの国家間対立や，ロシ

ア・ウクライナ戦争の影響も受けた世界的な資源価格の高騰，各国の政情不安定，テロリズム，民族紛争など

の問題もあるが，この地域でより深刻な脅威と考えられるのは，洪水，海水面上昇，水資源の枯渇といった水

に関わる問題である。地球温暖化や経済発展などにより環境や資源の状況が悪化すれば，様々なレベルで紛争

の源にもなりうる。日本としては，狭義の安全保障や経済の目先の国益に直結する領域だけでなく，水などの

環境問題を克服して南アジア地域が発展を持続できるように，グローバルな取り組みを強めることが求められ

る。



の持続的発展に向けた課題は災害リスク管理で

あり，とりわけ地球温暖化の影響を受けて水害

リスクが高まっていると分析されている1)。

2022 年にはパキスタンで人口の約 15％にあた

る 3,300 万人が被災する大規模洪水が発生する

など2)，毎年のようにモンスーンの降雨などに

よる洪水から多大な被害が発生している。それ

らの一時的な水害だけでなく，海水面上昇も南

アジアにおける重大な安全保障リスクとなる。

バングラデシュでは 2050 年までに国土の 17％

が消失し，約 2,000 万人が移住を余儀なくされ

るリスクに晒されていると推計されている3)。

全陸地の 8割以上が海抜 1メートル未満の島国

モルディブでも，海面上昇は国家の生存に関わ

る深刻な問題であり，政府は国際政治において

気候変動対策の必要性を訴えている4)。

水資源の枯渇も南アジア地域全体の重大な安

全保障リスクである。地球温暖化やそれにとも

なう氷河の融解だけでなく，人口の増大や経済

発展によって，水資源の需給状況が逼迫，つま

りはいわゆる水ストレスが世界中で高まってい

る。世界的に見ても南アジアはアフリカ北部に

次いで事態が深刻で，インドの大部分を含む南

アジアの多くの地域で水ストレスが高い。イン

ドでは利用される水の約 4 割が地下水である

が，その枯渇も進んでいる。たとえばインドの

穀倉地帯であるパンジャーブ州では，農民の支

持獲得のために州政府が農業用電力を無料化し

ており，その電力を使って農業用に地下水の汲

み上げを行うために，過剰な地下水の利用が行

われ，地下水位が低下するという構造的問題と

なっている5)。また，水資源の不足は農業だけ

でなく製造業としても問題であり，インドが現

在振興を目指している半導体製造に必要な大量

のクリーンな水をいかに確保するかが課題と

なっている6)。

インド政府は，2019 年 5 月，関連省庁を統

合して水環境（ジャル・シャクティ，直訳する

と「水の力」）省を発足させ，中央政府と州政

府で協調した取り組みを模索しているが，今後

も困難な状況が続くと予想される。

第二に，紛争や治安情勢が資源やエネルギー

の供給に及ぼす問題がある。ロシア・ウクライ

ナ戦争の影響もあり，資源の確保は南アジア地

域全体における安全保障上の課題となってい

る。ロシア・ウクライナ戦争以前から世界的に

各種資源の価格は高騰していたところに，主要

な供給国である両国の戦争が追い打ちとなっ
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表 南アジアの安全保障イシュー

政治・安全保障 経済・環境

リージョナル

ロシア・ウクライナ戦争の余波

シーレーンなどサプライチェーン

国際テロリズム

環境問題，地球温暖化

エネルギーを含む資源の問題

食料，肥料などの高騰

インターナショナル

インドと中国の対立

インドとパキスタンの対立

河川をめぐる争い国家間の問題

水資源をめぐる争い

経済安全保障

（環境問題）

ナショナル
政情の不安定化

民主主義の後退
（環境問題）

ローカル
テロリズム（極左過激派など）

インド北東部などの民族紛争
（環境問題）

（出所）筆者作成。



て，原油や肥料などの国際価格がさらに上昇し

た7)。インドを例にとると，ロシア・ウクライ

ナ戦争の開始後にインフレ率が上がり，とくに

食料価格が高騰したため8)，インド政府はコメ

などの輸出規制により国内の物価安定化を図っ

ている9)。ロシア・ウクライナ戦争以外でも，

各地の紛争によってシーレーンが妨げられるリ

スクがあり，シーレーンの安全確保やサプライ

チェーンの多様化が課題となっている。

第三に，国際テロリズムの脅威がある。主要

なテロリズムのグローバル組織あるいはネッ

トーワークとして，「イラク・レバントのイス

ラーム国」（ISIL），すなわちイスラーム国と，

アル・カーイダの 2つがある。双方の最高指導

者は 2022 年に殺害されるなど，取り締まりも

進んでいるが，依然として南アジア地域にリス

クをもたらしている。イスラーム国は 2015 年

前後に世界各地でテロ事件を起こすなど猛威を

ふるい，南アジアでも 2016 年にバングラデ

シュのダカで発生した日本人を含む 20 人の犠

牲者の出たレストラン襲撃事件がイスラーム国

に関係していたと考えられている10)。ただし

イスラーム国は中東の主要な支配地域で掃討作

戦を受けて 2017 年に勢力を減退させ，バング

ラデシュでもイスラーム国の犯行声明が出され

た事件は 2021 年以降確認されていない11)。パ

キスタンではイスラーム国を名乗るテロ事件が

引き続き発生しており12)，インドでも関連す

る活動が摘発されている13)。アル・カーイダ

に関しては，協力関係にあると見られるターリ

バーンがアフガニスタンで 2021 年に支配を確

立したことにより，活動が再び活発化してい
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図 南アジアの水ストレス・マップ

（注）色の濃い地域が水ストレスの高い地域である。

（出所）Aqueduct Water Risk Atlas, World Resources Institute, retrieved on February

14, 2024 (https://www.wri.org/applications/aqueduct/water-risk-atlas/).



る14)。

Ⅱ インターナショナル・リスク

国家間の安全保障リスクとして，第一に，イ

ンドと中国の国境紛争がある。1962 年に大規

模な衝突が発生するなど，長年続く紛争事案で

ある15)。2020 年にも，ラダック地方のガルワ

ン渓谷で銃火器を使用しないながらも多数の死

傷者の発生する衝突があり，両国の対立は先鋭

化している16)。従来，インドと中国は国境問

題や南アジアでの影響力争いなどで対立しなが

らも，新興国として利害の一致するグローバル

な問題では BRICSなどの枠組みを通じて協調

してきた17)。しかし，ガルワンでの衝突以降，

利害が一致するはずの問題でも協調が難しくな

りつつある。中国がアメリカとの対立も深める

なかで，インドは 2020 年以降，インド太平洋

やクアッドなどのアメリカや日本などとの協力

枠組みへの関与の度合いを強めており，中国へ

の経済的依存を緩和する試み，すなわち対中デ

リスキングも本格化している。

第二に，分離独立以来つづいているインドと

パキスタンの対立がある。2019年のインドの

総選挙の直前には，インド側プルワマでの爆弾

テロ事件からインド軍による報復攻撃が行わ

れ，パキスタン軍からも示威的な反撃が行われ

る，いわゆるプルワマ危機が勃発していた18)。

両国はそれぞれ 160 発程度の核弾頭を有する核

保有国であり19)，過去の紛争ではパキスタン

側が核兵器の使用を検討していたこともあっ

た20)。両国の対立の根幹であり，両国が支配

を争うカシミールをめぐっては，2019年 8 月

にインド政府がカシミール州の自治権を剥奪す

るなどして中央政府による支配強化を進めてい

ることに対して，パキスタン政府側は反発を強

めている。

南アジアの国際的な安全保障問題として，第

三に，河川管理をめぐる争いがある。インダス

川をめぐってインドとパキスタン，ガンジス川

下流域をめぐってインドとバングラデシュ，ガ

ンジス川上流のブラフマプトラ川をめぐってイ

ンドと中国の間にそれぞれ水利をめぐる争いが

あり，水資源をめぐる状況がさらに逼迫するな

かで対立が深まる可能性がある。

また，一般には南アジアに含まれないが，イ

ンドやバングラデシュと国境を接するミャン

マーは，2021 年の軍事クーデター以来，内戦

状態にある。2023 年 11 月以降にミャンマー側

からの避難民の流入が急増したインドでは，国

境管理を強化する対応を行っている21)。

Ⅲ ナショナル・リスク

各国単位の安全保障に関わる問題としては，

第一に，各国の政情の不安定化がある。2024

年はアメリカやロシアなどで大統領選挙が行わ

れる世界的な選挙イヤーであるが，南アジアで

も，1 月にブータンとバングラデシュ，2 月に

パキスタン，4 月から 5 月にかけてインドで総

選挙があり，スリランカでも年内に大統領選挙

の実施が予定されている（各国の動向について

は本特集の別の論稿に譲る）。

インドとスリランカを除く南アジア各国では

議会制民主主義の歴史が浅く22)，政治の安定

性に課題のある国が多い。議会制の歴史はある

スリランカでも，2022 年に経済危機から反政

府デモが拡大して非常事態宣言の発出，大統領

の国外脱出という事態と至っている。また昨今

の傾向として，モルディブやネパール，スリラ
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ンカなどでは，親インド勢力と親中国勢力によ

る対立の構図が形成されており，印中両国の影

響力争いが政情を不安定化させている。

第二に，南アジアに限った問題ではないが，

民主主義の後退が懸念されている。政情不安定

な南アジアの他国とは異なり，インドではナ

レーンドラ・モーディー首相率いるインド人民

党政権による安定的な支配が行われている。直

近 2回の総選挙で圧勝を収めており，今年の総

選挙でもモーディー首相個人の人気を基盤とし

てインド人民党の優勢が伝えられており，国政

レベルは安定的な状況にある23)。しかし，世

界最古にして最大の民主主義国，さらには民主

主義の母を自称するインドであるが，政府によ

る言論支配が強化されて報道の自由が損なわ

れ，またイスラーム教徒に対する抑圧的な政策

が展開されるなど，権威主義化の指摘がなされ

ている24)。2024 年 1 月のバングラデシュ総選

挙では，野党がボイコットするなかで与党側が

一方的な勝利を収めた。このように南アジア地

域全体として民主主義が形骸化する傾向が見ら

れ，各国の発展にとって懸念要因となるだけで

なく，他地域の民主主義諸国との関係にも悪影

響を及ぼしかねない。

また，グローバルやリージョナルのレベルと

不可分ではあるが，各国経済のリスクもある。

スリランカのように経済政策に失敗すれば，政

情が不安定化する可能性がある。

Ⅳ ローカル・リスク

ローカルな安全保障上の問題としては，第一

に，テロリズムの脅威がある。インドでは，イ

ンド共産党毛沢東主義派など，「ナクサライト」

と総称される極左過激派が国内の安全保障にお

ける最大の脅威と考えられており，チャッティ

スガル州やオリッサ州などの中部・東部の一部

地域に依然として勢力を有している25)。また，

カシミール地方には，冷戦末期にソ連のアフガ

ニスタン侵攻に抵抗したムジャーヒディーン

（特定の集団を指さず，ジハードに参加する戦

士を意味する）の流れを汲む，イスラーム過激

派組織がカシミール地方を中心に勢力を有し，

インドによる支配に抵抗してテロ事件を繰り返

しており，2006年のムンバイ列車爆破テロ事

件や，2008 年の同じくムンバイでの同時多発

テロ事件などを引き起こしたと考えられてい

る26)。ただし近年はそうしたイスラーム過激

派によるとみられる大規模テロ事件はインドで

起こっていない。

パキスタンでも，リージョナル・リスクで

扱ったイスラーム国やアル・カーイダといった

グローバルなテロリズム・ネットワークのほか

に，バルーチスタンやシンドの独立を目指す

ローカルな過激派組織があり，近年は中国関連

施設へのテロ攻撃を活発化させている27)。

スリランカでは，イスラーム国の理念に共感

するローカルなイスラーム過激派組織（ナショ

ナル・タウヒード・ジャマート）により，2019

年 4月に外国人などをターゲットにしたと見ら

れる同時爆破テロ事件があり，250 人以上の犠

牲者が出ている28)。

第二に，ローカルな民族集団などの対立があ

る。インドの北東部地域では，かつてとは異な

り組織的かつ継続的な内戦状況は現在では解消

されているものの，民族集団間の衝突が多発し

ている。2019年にはアッサム州で移民の市民

権をめぐる問題から暴動が発生し29)，日本政

府とインド政府が開発支援協力を進めているこ

の地域への訪問を予定していた当時の安倍晋三
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首相が訪問を中止する事態となった。2023 年

にはマニプル州で，留保措置（アファーマティ

ブ・アクション）をめぐる対立からメイテイ族

とクキ族の間で大規模かつ長期化した衝突が発

生し，175 人の犠牲者（警察発表）が出て，数

万人あるいはそれ以上の規模の住民が国内避難

を余儀なくされた30)。

また環境問題をめぐっては，すでに触れた水

をめぐる国家間の争いだけでなく，国内集団の

間でも争いが発生する。インドでは，河川の水

利をめぐって州政府で争われる例が少なからず

あった31)。環境や資源の問題がより深刻化す

れば，各国内でも様々なレベルで争いが起こり

かねない。

おわりに

本稿では南アジアの安全保障をめぐる昨今の

イシューについて論点整理を行ってきた。こう

した整理は，日本にとってどのような意味をも

つだろうか。最後に，南アジアの大国であるイ

ンドと日本の関係について考えてみたい。

インドの安全保障政策（狭義の安全保障を意

味する）の観点からすると32)，20 世紀のイン

ドは分離独立直後から戦争を繰り返したパキス

タンを主敵として戦略立案を行ってきた。しか

し 21 世紀に入ってからは，通常戦力では圧倒

できるようになったと考えられるパキスタンで

はなく，中国を最たる脅威と見なすようになっ

た。とはいえインドが中国に勝てる戦力を有し

ているわけではないため，警戒はしつつも衝突

を避ける方針であった。一方では対中牽制の観

点からアメリカや日本との協力を進めながら

も，他方では過度に中国を刺激することを避け

るスタンスが維持されていた。現在も戦力で劣

る状況で衝突を避けることが合理的という考え

は変わっていないが，2020 年のガルワンでの

衝突を経て，インドはついに中国との付かず離

れずの姿勢に決別したと筆者は見ている33)。

それゆえ，中国を直接的かつ最大の脅威と見な

す日本政府としては，伝統的な安全保障政策の

観点でインドと従来以上に利害を共有してい

る。

しかし，この地域のより重大なリスクは非伝

統的安全保障のイシューであり，とりわけ水の

問題は深刻である。文字通りグローバルな問題

であり，地域や各国での対応能力は限られてい

る。インドは従来，それらのイシューでは，新

興国や発展途上国としての立場を重視し，

BRICSを通じた中国やロシアなどとの共闘を

基軸としてきた。しかし対中関係が決定的に悪

化し，さらにロシア・ウクライナ戦争でロシア

が世界の嫌われ者となった今，インドは

BRICS への取り組みをレベルダウンさせるな

ど，その立ち位置を微妙に変化させている。日

本としては，現在推し進められている安全保障

や経済での直接的な国益に関わる領域だけでな

く，地球温暖化対策などのグローバル・イ

シューでもインドと協調できる余地が広がった

と言えよう。南アジアがこれらの問題を克服

し，発展を持続させることこそが，日本の国益

につながるはずである。
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